黒部市告示第　　号
　黒部市おもてなしピクト・多言語化促進事業補助金交付要綱を次のように定める。
　　平成28年４月１日

黒部市長　堀　内　康　男
黒部市おもてなしピクト・多言語化促進事業補助金交付要綱
　（趣旨）
第１条　この要綱は、外国人観光客の誘致を推進するため、外国人観光客の受入体制の環境整備を行う者に対し、予算の範囲内において補助金を交付することに関し、黒部市補助金等交付規則（平成18年黒部市規則第34号）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。
　（補助対象者）
第２条　黒部市おもてなしピクト・多言語化促進事業補助金（以下「補助金」という。）の交付の対象となる者は、次条に定める地域に存する次のいずれかに該当する施設において営業等を行っている者であって、納期の到来している市税を滞納していない者とする。

　(1) 飲食施設（食品衛生法（昭和22年法律第233号）第52条第１項の許可を受けた　

　　者が同法第51条の営業を営む施設をいう。以下同じ。）
　(2) 宿泊施設（旅館業法（昭和23年法律第138号）第３条第１項の許可を受けた者
　　が同法第２条の旅館業を経営している施設をいう。以下同じ。）
　(3) 土産品販売店

　(4) 文化観光施設
  (5) 観光事業団体
　(6) 前各号に定めるもののほか、外国人観光客が観光目的で利用できる施設、団
　　体等であって、市長が特に必要と認めたもの
　（適用地域）
第３条　この要綱を適用する地域は、次に掲げる地域とする。

　(1) 生地地区
　(2) 石田地区

　(3) 三日市地区
　(4) 宇奈月温泉街
　(5) 黒部宇奈月温泉駅及び新黒部駅周辺
　(6) その他市長が必要と認めた地域

　（補助対象事業）
第４条　補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、次の各号に掲げる事業とする。ただし、市その他の団体から補助金、助成金その他これらに類する給付金の交付を受けている事業は除くものとする。

　(1) ピクトグラム（JISZ8210案内用図記号）に準拠し、若しくは多言語化（日本　　

　　語に加えて英語を含む１以上の外国語により表記することをいう。以下同じ。）
　　をした看板、パンフレット又はリーフレットの作成(合計500部以上作成する場
　　合に限る。）
　(2) 多言語化をした商品メニューの作成

　(3) 多言語化をした看板又は案内板（以下「看板等」という。）の作成及び設置　

　　（ただし、店舗名等のみの看板については、第１号又は前号に掲げる事業と同
　　時に行う場合（補助金の交付申請時において、第１号又は前号に掲げる事業と
　　同等の事業が既に完了している場合等その他外国人観光客の受入体制の環境が
　　整備されていると市長が認める場合を含む。）に限る。）
　(4) 補助対象者が自ら開設するホームページの多言語化
　(5) デジタル多言語ツール導入費用（アプリ導入費用及び端末購入費、印刷製本
  　費等に限る。）
  (6) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事業

　（補助対象経費）
第５条　補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、補助対象事業に要する経費（看板等を設置する場合にあっては、照明設備に係る経費を除く。）とする。

　（補助金の額等）
第６条　補助金の額は、補助対象経費の２分の１以内の額（その額に1,000円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた額）とし、10万円を限度とする。

２　補助金の交付は、当該年度において１回限りとする。

　（補助金交付申請）
第７条　補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、あらかじめ黒部市おもてなしピクト・多言語化促進事業補助金交付申請書（様式第１号）に次の各号に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。

(1) 事業計画書（様式第２号）
(2) 予算書（様式第３号）
(3) デザイン画

(4) 見積書

(5) 市税の滞納がないことを証する書類

(6) 営業の許可を受けていることを証する書類の写し（飲食施設又は宿泊施設の
　場合に限る。）
(7) その他市長が必要と認める書類

　（補助金交付の決定）
第８条　市長は、前条に規定する申請があったときは、これを審査し、補助金を交付すべきものと決定したときは、黒部市おもてなしピクト・多言語化促進事業補助金交付決定通知書（様式第４号）により、申請者に通知するものとする。

　（実績報告）
第９条　前条の規定により、補助金の交付の決定を受けた申請者（以下「補助金交付決定者」という。）は、補助対象事業の完了後30日を経過した日又は当該年度の末日のいずれか早い日までに、黒部市おもてなしピクト・多言語化促進事業実績報告書（様式第５号）に次の各号に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。

(1) 事業実績書（様式第６号）
(2) 決算書（様式第７号）
(3) 事業施行後の写真又はパンフレット等の成果品

(4) 補助対象経費に係る領収書の写し

(5) その他市長が必要と認める書類

　（補助金の額の確定及び支払い）
第１０条　市長は、前条に規定する報告を受けたときは、これを審査し、適正と認めたときは、補助金の額を確定し、黒部市おもてなしピクト・多言語化促進事業補助金交付確定通知書（様式第８号）により、補助金交付決定者に通知するものとする。

　（補助金の請求）
第１１条　前条の規定による通知を受けた補助金交付決定者は、速やかに、黒部市おもてなしピクト・多言語化促進事業補助金交付請求書（様式第９号）により、市長に補助金の交付を請求するものとする。
２　前項の実績報告書の提出期限は、事業完了の日から30日以内又は当該年度の３月31日のいずれか早い日とする。

３　市長は、実績報告の提出を受けたときは、報告書等の書類の審査及び必要に応じて行う現地調査等により、補助事業の成果が補助金の交付の決定の内容及びこれに附した条件を満たすものかを調査し、適合すると認める場合は、交付すべき補助金の額を確定し、補助金交付決定者に通知するものとする。

４　補助金交付決定者は、前項の通知を受けた後、市長に確定額を請求するものとする。
　（交付決定の取消し）
第１２条　市長は、補助金交付決定者が補助金を他の用途へ使用する等その補助事業に関して補助金の交付決定の内容及びこれに付した条件に違反したときは、補助金の交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。
　（補助金の返還）
第１３条　市長は、前条の規定により補助金の交付の決定を取り消した場合において、補助事業の当該取消しに係る部分に関し、既に補助金が交付されているときは、期限を定めてその返還を命ずるものとする。
　（その他）
第１４条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。

　　　附　則
　（施行期日）

１　この告示は、平成28年４月１日から施行する。
　（この告示の失効）
２　この告示は、平成32年３月31日限り、その効力を失う。

 最終保存者：寺島 寿治

